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は じ め に

近年，開発経済学のなかで「開発のミクロ経

済学」と呼ばれる分野が関心を集めている。

「開発のミクロ経済学」とは，不確実性やリス

ク，情報の非対称性や保険市場の欠如，社会・

経済的インフラの未整備による取引費用の大き

さ，農産品市場の欠如や価格変動の大きさなど，

途上国の農家が直面する状況をインセンティブ

や経済厚生，効率性などの視点からミクロ経済

学的に分析する手法の総称である［黒崎 2002, 2］。

開発のミクロ経済学が発展してきた背景には，

途上国の現実からの要請によるところが大きい。

すなわち，市場自体が未発達の状況にある途上

国において，新古典派を中心とする市場至上主

義の開発政策には限界があり，むしろ非経済的

側面が市場の失敗や市場の未発達を補完する機

能を果たしていることが，多くの研究によって

明らかにされてきた（注１）。開発のミクロ経済学

はこの反省に立ち，経済活動の構成単位である

アクターに焦点をあて，各アクターが直面する

経済環境を柔軟に取り入れ，アクターの具体的

な行動原理を統計的に考察するという形で展開

されてきたのである。

また，従来の開発経済学で行われてきた集計

データによる分析では，個々の経済主体が直面

する経済環境や要素賦存の差異，所得水準や社

会的経済的階層の違いなど，地域内やグループ

内の格差を過小評価してしまうという欠点があ

った。さらに，ミクロ的基礎理論に基づくマク

ロ経済モデルを計量的に実証する場合には，ミ

クロ経済主体の集計化問題を考慮する必要があ

る。すなわち，一定の条件を満たさない集計デ

ータを推計したところで，理論モデルと整合的

な推計にはならないのである［Stoke r  1986 ；

1993 ； Lewbel 1989］。そのため最近の研究では，

個票データを用いて経済モデルを正確に推計す

る手法が一般化してきている（注２）。

ところで歴史を紐解くと，中国は伝統的に農

村調査に関して豊富な経験を有する国であるこ

とがわかる。例えば，ロッシング・バックによ

る1930年代の農業・農家調査，江南農村地域に

関する費孝通の長期にわたる実態調査，また満

鉄調査部による華北地域を対象とした「中国農

村慣行調査」など，詳細な農村調査が戦前から

数多く実施されてきた（注３）。中華人民共和国成

立以降もその伝統は引き継がれ，農村部に対す

る記帳形式による家計調査（約１万5000世帯）

中国における農家調査の実施状況とその特徴
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が国家統計局によって1956年に開始されるなど，

農村世帯に対する体系的な統計制度が整備され

ていった。

改革開放以降は，中国に関する多様な農村・

農家調査が内外の政府機関や研究機関によって

実施されており，特に1990年代以降，農村・農

家調査は一層の広がりをみせている。その背景

には，中国での実地調査に対する規制が以前よ

りも緩和されたという，統計調査面での中国政

府の「門戸開放」政策が存在しており，特定地

域の詳細な実地調査や規模の大きい標本調査が

数多く実施されてきたのである。また，内外の

研究者に対して政府統計の個票データの利用が

部分的に開放され始めている。

このような統計調査の「門戸開放」政策によ

って，中国の農村・農家に関するデータベース

が構築されると同時に，データベースを利用し

た国際的にも評価の高い研究が蓄積されてきて

いる。それらの研究成果は，国際的な学術雑誌

への掲載などを通じて，開発政策担当者や研究

者などに情報提供されている。反面，このよう

な膨大な研究成果は体系的に整理されていない

ため，中国農家分析全体としての方向性の検討

や，個別調査・研究の位置づけと評価が十分に

なされていないという問題が存在する。

そこで本稿では，中国農家に関する個票デー

タを利用した調査研究を概観し，各種の調査研

究の特徴を整理する作業を行う（注４）。ただし前

述のように，中国農村に関する実地調査や標本

調査，研究論文は非常に多岐にわたるため，本

レビューでそれらすべてをカバーすることは筆

者の能力を超えるものである。従って，本稿で

取りあげる農家調査については，以下のような

４つの基準を設ける。すなわち，

⑴複数の地域をカバーしており，農家調査の

標本規模が比較的大きいもの。

⑵一時点の調査にとどまらず，複数年にわた

る継続的な家計調査を実施しているもの。

⑶経済学の理論的フレームワークをベースに

統計調査を行っているもの。

⑷調査対象が主として農家であり，農村基層

組織や郷鎮企業などが主たる調査対象とな

っていないもの。

という基準であり，それらをクリアーした調査

研究に焦点を絞ってレビューすることを予め指

摘しておく（注５）。また，本稿では所得分配や土

地政策などの個別テーマに関する研究サーベイ

は行わず，農家調査の調査設計や調査内容，そ

の調査データを利用した主要論文や関連文献な

どの説明に限定する。

中国農家に関して，継続的な大・中規模調査

の個票データを利用した研究は，大きく以下の

５つに分類される。

⑴国家統計局農村住戸調査（Rural Household 

Survey: RHS）の個票データを直接利用し

た調査研究（RHS，RHS-WB1，RHS-LSE）。

⑵国家統計局農村住戸調査系統を利用して実

施された調査研究（RHS-CASS，RHS-WB2，

DRC-LTC 調査）。

⑶農業部固定観察点調査の個票データを利用

した調査研究（RCFPO，RCFPO-MHTS）。

⑷農業部食糧生産費調査系統を利用した調査

研究（CERU-MoA 調査）。

⑸農業銀行系統による農家調査（ABC 調査）。

本稿の構成は，以下のようになっている。ま

ず第Ⅰ節では，上記の調査研究の概要と特徴，

そして調査データを利用した主要な研究書・研

究論文などを簡潔に整理するとともに，各々の
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調査研究に関する評価も行う。続く第Ⅱ節では，

基本統計量に関する比較を交えながら，各々の

調査研究の特徴を整理し，各調査研究を農家調

査全体のなかに位置づける作業を行う。そして

最後に全体のまとめと，個票データを利用した

中国農村・農家研究の今後の展望について記述

する。

Ⅰ　中国の農家調査と個票データ分析の

概要　　　　　　　　　　　　

⒈　国家統計局農村住戸調査の個票データを

直接利用した調査研究

国家統計局は1956年，農村部に対する記帳形

式の家計調査である「農民家庭収支調査」を初

めて実施した。その後，大躍進運動や文化大革

命という政治闘争のなかで標本抽出調査として

の家計調査は軽視され，「典型調査」などの有

意抽出による調査や，基層レベルから上級機関

に統計データがあがっていく業務統計としての

「統計報表制」が，統計情報収集において主た

る位置を占めるようになった。

しかし1979年の改革・開放政策による市場メ

カニズム導入に対応する形で，統計調査制度の

改革も実施され，農村に関しては国家統計局農

村社会経済調査隊による「農民家計収支調査」

が1979年に再開された。そして1984年に「農民

家計収支調査」は「農村住戸調査」（R H S）に

拡充され，より精度の高い確率標本抽出調査と

して整備されてきたのである（注６）。国家統計局

は全国の857県に農村社会経済調査隊を設置し

ており，その系統を通じて農村住戸調査が実施

されている。農村住戸調査は３段階（省→県→

村→農家）ジグザグ系統抽出法（中国語では「対

称等距抽様法」，ランダムスタートを採用）によ

って調査世帯が選出されており，約６万7000世

帯が毎年の調査対象となっている（注７）。

農村住戸調査の集計結果は，毎年出版される

『中国統計年鑑』や省別の統計年鑑に記載され

ている。他方，農村住戸調査集計結果を集約し

た年鑑としては，1980～90年代では唯一92年に

『中国農村住戸調査年鑑』が出版されたのみで，

定期的に出版されることはなかった。だが，

2000年から『中国農村住戸調査年鑑』が毎年出

版されるようになり，農村住戸調査に関する詳

細な集計結果が公開されている（注８）。

1990年代に入ると，国家統計局をはじめとす

る中国政府機関と世界銀行との家計調査に関す

る共同プロジェクトが盛んになり，世界銀行な

ど外部の研究機関のスタッフが農村住戸調査の

個票データを利用することが可能となった。そ

のような共同研究の成果のひとつが，世界銀行

によって出版された China 2020 Series の１冊，

World Bank（1997）である。本書の大きな貢

献としては，国家統計局と世界銀行のスタッフ

の共同作業によって，国家統計局の都市住戸調

査（「城市住戸調査」）と農村住戸調査を組み合

わせ，全国レベルの本格的な所得格差推計が実

施された点が挙げられる（注９）。

その共同研究プロジェクトのなかで開発され

たデータベースが，1985～90年の南方４省の農

村住戸調査パネルデータ（以下，RHS-WB1）で

ある。農村住戸調査が確率抽出による標本調査

として確立され始めた1984年から90年まで，調

査世帯の入れ替えは行われず，同一の世帯が継

続して調査されていた。そこで世界銀行は，国

家統計局から提供された４省（広東省，広西チ

ワン族自治区，貴州省，雲南省）の1985年から90
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年までの各年の農村住戸調査個票データをもと

に，農家パネルデータを完成させたのである。

オリジナルデータの標本規模は，合計で約１万

世帯（省ごとに約2500世帯）であり，マッチン

グ作業の結果，南方４省の約7000世帯に関する

パネルデータが作成された（注10）。

調査対象地域の特徴としては，南方４省のう

ち広東省は経済発展が非常に進んでおり，１人

あたり GDP や所得水準などの面で全国平均を

大きく上回っている。それに対して残りの３省

（自治区）は工業化が遅れており，中国全体の

なかで低開発地域や貧困地域に分類される。従

って RHS-WB1は，多様な経済発展水準の地域

を包摂するパネルデータとなっている。

RHS-WB1は標本規模や調査の精度などから

みて，途上国に関するパネルデータとしては希

有な存在である。例えば，途上国のミクロ計量

分析で定評のある ICRISAT（Internat iona l  

Crops Research Institute for the Semi-Arid 

Trop i c s）のインド農村調査データは，調査対

象年次が1975/76～84/85年であり，標本規模が

３州，６カ村，240世帯である（注11）。ICRISAT

データは標本の代表性を確保するため，標本の

抽 出 に 細 心 の 注 意 を 払 っ て い る。 だ が

ICRISAT データの標本設計や抽出規模からみ

て，推計結果をインド一般や途上国一般まで敷

衍させるには十分であるとはいえない。

それに対して，RHS-WB1は中国の南方４省

に限定され，調査対象年次が短いという弱点は

あるものの，ICRISAT データと比較して標本

規模は圧倒的に大きい。さらに農村住戸調査は

末端レベルまでの調査体系が確立しているため，

調査データの精度も高く，標本調査としての代

表性の面で優れている。

世界銀行のエコノミストである Jyotsna Ja-

lan と Martin Ravallion などが中心となり，

RHS-WB1のパネルデータの特徴を最大限に生

かした研究が精力的に実施されている。Chen  

and Ravallion（1996）では，計画買付価格で過

小に評価されていた穀物の自家消費を市場価格

で再評価し，消費をベースとした独自の貧困線

を提起して経済格差問題を検討している。

Ravallion and Chen （1999）は，穀物の自家消

費価格の再評価と新たな農村消費者物価指数に

よって所得を再推計し，所得源泉別・所得決定

因別に所得格差の要因分解を行う。

また Jalan and Ravallion （1998a）では，貧

困地域における開発プログラムの経済的効果を

動学的消費成長モデルによって計測する。さら

に Jalan and Ravallion （1998b）は貧困問題に

焦点をあて，貧困を慢性的貧困と一時的貧困に

分類し，消費変動に関する二乗貧困ギャップを

推計している。他方， Jalan  and  Ravallion

（1999）では保険メカニズムが中国農村で実際

にどの程度機能しているのか定量的に分析する。

Jalan and Ravallion（2001）は，世帯固有のリ

スク（idiosyncratic risk）に対する農家の資産

選択行動を考察する。

RHS-WB1を利用したこれらの調査研究は，

最新の研究手法を積極的に取り入れると同時に，

新たな理論モデルと実証モデルを提唱する。そ

の意味で，「開発のミクロ経済学」の最先端に

位置する研究成果であり，学術的にも高く評価

されている。反面，使用するデータの調査対象

期間や対象範囲に対する配慮が不足している側

面がある。そのため，中国農村特有の課題を分

析するというよりも，途上国農村一般の問題を

中国の農家データで実証する傾向が強い。その
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手法故に，現在の中国の農家が抱える焦眉の課

題と乖離してしまう危険性について，留意すべ

きであろう。

他方，R H S 個票データを利用した第２の調

査研究としては，フォード財団の支援のもと，

国家統計局と LSE（London School of Econom-

ics）によって実施された研究プロジェクト（以

下，RHS-LSE）がある。本共同研究では，四川

省と江蘇省の農村住戸調査の個票データ（1988

～90年）が国家統計局から L S E に提供され，

そのデータに基づき実証分析が実施されている。

分析対象地域のうち，四川省は経済発展が遅れ

た内陸の農業地帯の代表として，江蘇省は農村

工業化が急速に進んだ東部沿海地域の代表とし

て取りあげられている。

その研究成果として発表された Burgess 

（2001）では，詳細な世帯属性情報が利用可能

な1990年データ（標本規模は四川省が5380世帯，

江蘇省が3364世帯）を使用して，農村部におけ

る土地配分と厚生水準との関係について検証す

る。また Burgess and Zhang（2001）では同様

のデータを利用して，子供の性差が家計消費に

対して与える影響を，消費関数の推計やセンサ

スデータとの照合を通じて実証している。

ただし RHS-LSE の研究成果はワーキング ・

ペーパーでの発表にとどまっており，欧米のジ

ャーナルへの掲載や英文書としての出版は行わ

れていない。また複数年のデータが提供された

にもかかわらず，上記の論文では1990年の単年

度データのみを使用しており，実際にはパネル

分析になっていない。本共同研究の枠組みや研

究成果の概況についての情報が十分に公開され

ていないため，学術的に十分に意義のある共同

研究であったのか評価するのが困難である。今

後，本共同研究の成果がより広範に公表される

ことが望まれる（注12）。

⒉　国家統計局農村住戸調査系統を利用して

実施された調査研究

農村住戸調査の系統を利用して実施された大

規模な家計調査としては，３つの調査研究が存

在する。ひとつは中国社会科学院（Chinese 

Academy of Social Sciences: CASS）経済研究所

が中心となり，中国内外の研究者によって実施

された標本調査（以下，RHS-CASS）である。

２つ目は，世界銀行の出資による「扶貧項目監

測調査」（RHS-WB2）である。そして第３に，

国務院発展研究センター（Development   Re-

search Center of the State Council: DRC）とウィ

スコンシン大学マディソン校（Univers i ty  o f  

Wisconsin-Madison）の LTC（Land Tenure 

Center）との共同研究（以下，DRC-LTC 調査）

である。順に各々の調査研究の概要についてま

とめてみたい（注13）。

RHS-CASS は，フォード財団とアジア開発

銀行の助成によって実施された全国規模の家計

調査である。1989年と96年に調査が行われ，そ

れぞれ88年と95年に関する世帯データが収集さ

れた。調査対象は農村世帯と都市世帯の双方で

あり，農村世帯に対する調査標本規模は，1988

年調査が28省（自治区，直轄市），１万258世帯

（５万1352人），95年調査では19省（自治区，直

轄市），7998世帯（３万4739人），都市世帯に対

する標本規模は，88年調査では10省（自治区，

直轄市），9009世帯（３万1827人），95年調査は

11省（自治区，直轄市），6931世帯（２万1694

人）となっている（注14）。

RHS-CASS 調査対象世帯は，住戸調査記帳

世帯を抽出枠として，そこからリサンプリング
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されており，農家調査自体も国家統計局農村社

会経済調査隊を通じて行われた。1988年に関す

る農村世帯の抽出法としては，３段階・ジグザ

グ系統抽出法が採用されている（注15）。1995年調

査についても同様の抽出方法が踏襲されている

が，予算の関係から標本規模は２割程度縮小し

ている。また，農村住戸調査は４年周期，都市

住戸調査は３年周期で標本の入替が行われるた

め，２時点間で同一の調査世帯は存在せず，パ

ネル調査にはなっていない（注16）。

本調査データを利用した主要な研究業績は，

Griffi n and Zhao（1993），Riskin, Zhao and Li 

（2001），Khan and Riskin（2001）という英文

書と，趙 ・ Griffi n（1994），趙 ・ 李 ・ Riskin

（1999） ，李他（2000）という中文書にまとめ

られている。また上記以外にも，中国や欧米の

様々な学術雑誌に論文が多数掲載されており，

Gustafsson and Wei （2000），魏 ・ Gustafsson

（2000）などがその一例である。これら研究書・

研究論文の主たる分析対象は所得分配であるが，

その他に労働市場，貧困問題，教育投資，賃金

格差などの分野も積極的に分析されている。

研究全般の傾向としては，帰属家賃や現物支

給などを考慮して，より実態に即した所得の再

推計を行い，それに基づいて所得格差の推計を

試みる分析が中心である。また個人・世帯属性

データや所在地に関する情報と組み合わせるこ

とで，所得格差の発生原因を探求するなどの踏

み込んだ分析も行っている。このように貴重な

個票データを利用して，定量的な分析的手法を

広範に行っている点については高く評価できる。

ただし研究全般の傾向として，経済理論面で

の整理が不十分であると同時に，不平等の要因

分解で採用されている計量的手法についての詳

細な検討が不足している。そのため，サンプル

を場あたり的にグルーピングし，格差の要因分

解を行うような論文がいくつか存在しており，

所得格差分析として不適切な面もある。また

1995年調査は88年調査に比べて，調査対象の省

が３割ほど減少しており，調査世帯数も２割程

度少なく，調査設計についてかなりの変更が行

われている。その点についてある程度は配慮さ

れているが，集計に際してウェイトの設定など

の事後的な修正は行われていない。それにもか

かわらず，２時点のデータを同一のモデルに機

械的にあてはめて実証分析する傾向があるため，

その推計結果の信頼性と厳密性の面については，

検討の余地が大きい。

次に，世界銀行の「扶貧項目監測調査」（貧

困解消プロジェクト監視調査，RH S -WB2）につ

いて説明していく。中国政府は世界銀行の支援

のもと，西部地区（内蒙古，甘粛），秦巴地区

（四川，陝西，寧夏），西南地区（広西，貴州，雲

南）という３地区の国家級特別貧困県に対して，

総合的な貧困解消のためのプロジェクトを実施

している（注17）。この貧困解消プロジェクトの対

象地域や対象農家における経済的効果を検証す

るため，プロジェクト対象村とプロジェクト非

対象村に対して質問票調査が行われている。さ

らに双方の村から農家が抽出され，記帳形式に

よる継続的な家計調査が実施されている。それ

が「扶貧項目監測調査」（RHS-WB2）である。

本農家調査の標本抽出法としては，ランダム・

スタートによる多段階のジグザグ系統抽出法が

採用されている。RHS-WB2に関する地域別の

標本抽出状況と１人あたり純収入（1999年）に

ついては，表１でまとめた（注18）。

本農家調査結果の概要は，国家統計局農村社
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会経済調査総隊（2000； 2001）で紹介されてい

る。また地区別の集計結果・分析結果の詳細に

ついては，国家統計局農村社会経済調査総隊・

国務院扶貧弁外資項目管理中心（2000a ；

2000b ； 2000c），国家統計局農村社会経済調査

総隊・国務院扶貧弁外資項目管理中心（2001a；

2001b； 2001c）として出版されており，調査結

果の単純集計結果のみならず，各種貧困指数の

推計やプロジェクト効果の計量的分析などの実

証分析も行われている。

プロジェクト対象地域と非対象地域を比較す

ることによって，プロジェクトの経済的効果を

計測している点，動学的視点で貧困問題や貧困

解消プロジェクトの効果を考察している点，各

地域で1000世帯以上の貧困農家に対して継続的

な記帳調査を実施している点，最新の分析手法

を用いて貧困問題の研究を行っている点など，

本調査は同種の研究と比較して秀逸なものとい

える。現段階では本調査の個票データの利用は

限定的であるが，調査が進展するにつれ，貧困

の動学的分析と貧困解消のための政策立案にお

いて，RHS-WB2が不可欠な資料となることは

確実である。

そして３番目に，国務院発展研究センター

（D R C）とウィスコンシン大学マディソン校の 

LTC との共同研究（DRC-LTC 調査）について

みていく。DRC-LTC 調査は，農地の配分や農

地流動化に関する実態を把握するために実施さ

れた農村・農家調査であり，国家統計局農村社

会経済調査隊が設置されている857県からサン

プルが抽出された。調査対象県は，多様な農業

パターンと経済発展レベルが反映されるように

選ばれ，農家については各村からランダムに抽

出されている。

調査は河南省（１県，10村，100世帯），江西

省（２県，11村，200世帯），吉林省（２県，32村，

200世帯），浙江省（３県，30村，300世帯）の合

計８県，83村，800世帯に対して，1989年と94

年の２度にわたって行われ，同一の村・農家に

対する追跡調査となっている。また農村の制度

的側面に関する付帯的な調査を1997年に行って

いる。これらの調査を通じて，各農家の基本的

特徴や村全体の平均所得・産業構造など村経済

の概況に加え，土地調整の回数といった土地分

配の状況に関する情報が収集された。調査地域

の特徴としては，浙江省の３つの県は工業化の

水準が高く，1990年前後には農家純収入の60％

程度が非農業からの収入であるのに対し，その

他３省のすべての県ではその構成比が20％以下

にとどまっており，農業を主たる産業とする地

域であることが挙げられる。

DRC - L T C 調査を利用した研究論文として

Krusekopf （2002），Carter and Yao （1999a ；

1999b）， 姚（1998 ； 2000） な ど が あ る。

Krusekopf（2002）は県 ・ 村間での土地再配分

政策の実施状況と土地流動化進展度の格差に着

目し，地域間格差の原因を記述統計の手法を利

用して考察する。Carter and Yao （1999a）は

土地交易権（land transfer right）の程度の差が

請負地に対する農民の投資に与える影響を，シ

ミュレーションによる尤度比検定法によって推

計している。一方，Carter and Yao （1999b）

は平等主義的な土地配分の変容の原因を，土地

市場による要因と行政的手段を通じた土地再配

分要因の２つから考察し，シミュレーションに

よってその効果を計測している。姚（1998）も

同様の視点に立ち，農地制度を地権安定性，土

地交易権，土地使用権の３つの観点から数量化
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し，村別の土地制度変数と世帯属性を説明変数

とする農家の水稲単収関数や労働投入関数，緑

肥投入関数を推計する。姚（2000）は村で土地

調整が行われる要因を，ポアソンモデルと

hurdle モデルを利用して推計する。

このように DRC-LTC 調査は，実際の土地調

整状況や土地取引に加え，土地に関する意識調

査も行っており，実際の動きとその背後にある

意識の両面から土地問題を考察できるように調

査が設計されているという特徴を持つ。また農

家調査のみならず，村幹部に対する村レベルの

調査も実施しており，農家と村の両方の視点を

組み合わせ，土地問題を重層的に分析可能な点

も，類似の調査研究と比較して優れた点である。

さらに DRC-LTC 調査を利用した研究では，

基層政府による農地再配分の頻度や農地流動化

に対する制約の度合いなどの制度的要因をハウ

スホールド・モデルに組み込み，高度な統計的

手法を用いた実証分析が広範に行われている。

従来は外生変数としてモデルに取り込むことが

困難であった（あるいはダミー変数として取り扱

われることが多かった）政策効果を定量的に計

測可能にした点が，本調査データを利用した実

証分析の強みである。反面，調査対象が４省，

８県，83村，800世帯に限定されているので，

調査結果を中国農村全体に一般化することが難

しく，分析ではその点の配慮が不可欠である。

⒊　農業部固定観察点調査の個票データを利

用した調査研究

固定観察点調査（Rural China Fixed Point 

Observations: RCFPO）とは，中共中央政策研

究室・農業部農村固定観察点弁公室によって実

施されている農村世帯に対する定点観測調査の

ことであり，1986年から2003年まで毎年調査が

行われ（92年と94年は実施されず），調査は現在

も継続中である。調査対象は30省（自治区，直

轄市），約300県の農村世帯であり，調査世帯数

は毎年２～３万世帯に及ぶ。固定観察点調査の

調査対象農家は，３段階の有意抽出法（ただし

村→農家の段階は系統抽出法）によって選出され

ている（注19）。

固定観察点調査の基礎になったのが，1984年

冬から85年に実施された「中国農村社会経済典

型調査」である。この調査では，全国28の省

（自治区，直轄市）の党委員会によって8680人余

りの調査隊が組織され，71県，93郷，272村，

３万7422世帯の農家が有意抽出法によって選出

された。その集計結果は，中共中央書記処農村

政策研究室資料室（1988）としてまとめられて

おり，この調査の経験をベースに新たな調査系

統が設置され，1986年から固定観察点調査が実

施される運びとなったのである。

固定観察点調査の集計結果は，中共中央政策

研究室・農業部農村固定観察点弁公室 （1992a）

と中共中央政策研究室・農業部農村固定観察点

弁公室（2001）の２冊で公開されている。前者

では1986～90年までの農家調査の集計結果が所

得階層別，３大経済地域別（東部，中部，西部）

に掲載されている（注20）。後者については，1986

～99年までの固定観察点調査の集計結果が掲載

されており，農家調査（農業地区，牧畜地区別）

と行政村調査（農業地区，牧畜地区別）の２つ

から構成される。農業地区に関する農家調査結

果については全国集計表の他に，各年の３大経

済地域別（東部，中部，西部）集計表と所得階

層別（５分位）集計表が掲載されている。また

農業地区の行政村調査結果については，３大経

済地域別集計表が含まれる。他方，牧畜地区の
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農家調査・行政村調査の集計表は，全国，内蒙

古，甘粛，青海，新彊という分類で掲載されて

いる。

さらに1991年初めには固定観察点調査村に対

して，双層経営体制に関する専門調査が実施さ

れた。調査は村幹部と農家（固定観察点調査農

家からランダムに約30％抽出）の双方に対して質

問票形式で行われた。村幹部調査の有効標本数

は274，農家の有効標本数は7448であり，土地

配分・請負方式，集団経済組織の経営状況など

について調査されている［中共中央政策研究室・

農業部農村固定観察点弁公室 1992b］。

その他，固定観察点調査村のうちの５カ村

（貴州省遵義県共青村，遼寧省大連市后石村，

山東省章丘市張官村，甘粛省張掖市郭家堡村，

安徽省金寨県金橋村）について，当該農村の改

革開放後の行政組織や経済活動の変容を詳細に

記述した資料が，「当代中国村落叢書」として

中共中央政策研究室・農業部農村固定観察点弁

公室（1998a；1998b；1998c；1998d；1998e）の

形で出版されている。調査村の単行書毎に記述

テーマや分析手法などは異なるため，５カ村間

の単純比較はできないが，この叢書によって統

計データだけでは知ることのできない調査対象

地域の定性的な情報を得ることができ，固定観

察点調査データを中国農村の実情に即した形で

使用するうえで有用な資料といえる。

固定観察点調査データの個票データを利用し

た調査研究は，固定観察点調査の管理主体であ

る農業部農村経済研究センター（Research Cen-

ter for Rural Economy: RCRE）を中心に行われ

ている。それらの研究業績は，『中国農村観

察』や『中国農村経済』などの中国の主要な学

術誌で発表されるとともに，RCRE 研究者によ

る主要な研究論文をまとめた農業部農村経済研

究中心（1999；2000；2001；2002）にも転載さ

れている。

RCRE 研究者による固定観察点調査データを

利用した実証分析は，大きく５つに分類される。

すなわち，⑴農業経営［郭 1999 ； 農村固定観察

点弁公室 2000b；農村固定観察点弁公室 1999a；李 

2001；楊・武 2001；馬 2002］，⑵農家消費［郭・

小山 1999 ； 曹 2000b ； 農村固定観察点弁公室 

2000a ；  2001］，⑶所得分配［農村固定観察点

弁公室 1999b；曹 2000a；張 2001；全国農村固定

観察点弁公室 2002a ； 全国農村固定観察点弁公室 

2002b］，⑷労働力［張 2000 ； 2002］，⑸その他

［全国農村固定観察点弁公室 2002c；曹・武 2002］

である。

他方，RCRE の研究者ではないが，RCRE の

許可のもと，固定観察点調査の個票データを利

用した実証研究も存在する。史（1999）は山西

省の固定観察点調査（10村，1986～97年）の農

家データを利用して農家行動を分析しており，

張・史（2001），史（2001），陳・史・蒋（2000）

では浙江省の固定観察点調査（10村，1986～99

年）の農家個票データを利用している。また史

（2001）では，浙江省の固定観察点調査村10村

から３村を選出し，一次性の家計調査（各村50

世帯，合計150世帯）を自ら補足的に実施して，

世帯内の役割分担や意思決定のあり方に分析視

点を広げている。さらに史（2000）では山西省，

浙江省の双方の固定観察点調査農家データを利

用して，世帯レベルの農業経営の変容を検討し

ている。

集計データによる分析やヒアリング調査に基

づく事例研究の比重が高い中国国内の中国農村

研究のなかで，世帯属性や地域的特徴を組み合
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わせた個票データによる定量的な実証研究を実

施している点において，上記の固定観察点調査

データに基づく研究群は高く評価される。一方，

そこで利用されている固定観察点調査データは，

パネルデータとして整理されていないため，パ

ネル分析の統計的手法が十分に活用されていな

い。すなわち，世帯固有要因をコントロールし

た形での動学的な分析が行われておらず，年別

の推計結果を並記したり，年次別のクロス集計

表を提示したりするなどの域を超えていない。

また農家行動に関する理論的フレームワークに

基づく整理と実証分析が不十分であり，個票デ

ータの利点が十分に生かされていないという弱

点も存在する（注21）。

そのような課題を克服するため，京都大学，

一橋大学と R C R E の共同研究によって，

RCFPO からのリサンプリング・データベース

である MHTS （Minor Sets of High-quality Time 

Ser i e s）パネルデータセットが作成された。

RCFPO-MHTS では，RCFPO の約300の調査

村から世帯数が全調査世帯数の約20％になるよ

う，54の調査村に所属する調査対象農家すべて

を抽出し，パネルデータ化したものである。調

査村の抽出は，調査村の発展水準，省内地域間

格差，省・村レベルの調査実施状況，データの

質と信頼性などに基づいて実施されており，毎

年の標本規模は3000～4000世帯にのぼる。

RCFPO-MHTS のデータ構成としては，全54調

査村うちの計16村が華北地域である河北省，山

西省から選出されており，RCFPO と比較して

これら２省のデータの割合が高いという特徴を

持つ。

RCFPO のデータベースとしての最大の弱点

は，定点観測調査であるにもかかわらず，調査

対象農家の固有番号の管理上の問題のため，同

一の調査農家に付与される固有番号が各調査年

で変更されてしまうケースが存在することにあ

った。そこで，稲葉（1999）によって開発され

たデータ・マッチング手法を利用して，精緻な

データ・マッチング作業を実施した。その成果

として，1986年から2001年の15年にわたる農家

のパネルデータとして構築されたものが

RCFPO-MHTS であり，パネルデータ化された

農家の標本規模は約5000世帯にのぼる（注22）。

RCFPO-MHTS は調査村が有意に抽出されて

いるのに加え，毎年の標本規模も R H S や

RCFPO と比較して限定されているという弱点

を持つ。だが，途上国の農家について10年以上

にわたって毎年のデータが利用できる大規模パ

ネルデータ・データベースは非常に稀有なもの

であり，その意味で RCFPO-MHTS は世界的

にみても極めて貴重なデータベースであるとい

える。RCFPO-MHTS を利用した調査研究は，

辻井（2002）や松田（1999）に収録されている

が，今後，これらの研究は広く公表される予定

である。

⒋　農業部食糧生産費調査の系統を利用した

調査研究

1994年から96年にかけて，中国農業部

（Ministry of Agriculture）政策体改法規司とア

デレード大学の CERU（China  Economy  Re-

search Unit）との共同研究プロジェクトとして，

食糧生産に対する農家調査が実施された（以下，

CERU-MoA 調査）。CERU-MoA 調査は，農業

部の指導のもと各省で実施されている食糧生産

費調査（crop-cost survey）の調査対象世帯から

再抽出する形で行われた。省の選択は中国の食

糧生産全体の構造が反映されるよう決められて
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おり，広東省と江西省が米作地帯，吉林省がト

ウモロコシ生産地帯，四川省と山東省が多様な

食糧の生産地帯の代表として選出されている。

さらに県，村，世帯の再抽出の基準としては，

非食糧生産および非農業生産が主たる地域や世

帯は除外され，食糧生産が平均的なレベルの県，

郷鎮，世帯が抽出された。その結果，５省（広

東省，吉林省，江西省，四川省，山東省），20県，

104村，約1000世帯が調査対象となっている（注

23）。

1993年に関する農家調査の標本規模は1041世

帯（広東省215世帯，吉林省201世帯，江西省205世

帯，四川省200世帯，山東省220世帯）で，調査対

象人数は4603人である。1994年に関する調査は

前年度調査世帯を追跡調査するように設計され

ていたが，管理上の問題でいくつかの農村が入

れ替わった。1994年の調査世帯数は1013世帯で，

調査対象人数は4512人であり，パネルデータに

なっている標本規模は938世帯（広東省203世帯，

吉林省190世帯，江西省198世帯，四川省164世帯，

山東省183世帯）である。また1995年に関する農

家調査も実施されている。

CERU-MoA 調査データを利用した研究の多

くは，China Economic Review 第７巻第２号

の特集号（題名 ： Agricultural Reform: Evidence 

from CERU-MoA Survey）に掲載されている。

まず Findlay（1996）では，本調査の研究課題

を提示したうえで，特集号に掲載された各論文

の概要を紹介しており，Wu（1996）では，調査

地点の選定や標本抽出法など家計調査の調査設

計が説明されている。各論文の分析内容は，労

働再配分の食糧生産に対する経済効果［Wu  

and Meng 1996a］，食糧生産資本に対する投資

行動［Wu and Meng 1996b］，食糧流通システ

ム分析［Cheng 1996a］，農村世帯所得格差の要

因分解［Cheng 1996b］，土地細分化の農業生産

性に対する影響［Nguyen, Cheng and Findlay 

1996］，米生産農家の技術選択［Huang and Ka-

l irajan 1996］，食糧生産に関する生産効率性の

推計［Kalirajan and Huang 1996］など，食糧生

産を中心に広範なミクロ計量分析が実施されて

いる。

また特集号以外にも，当該調査データを利用

した論文が学術誌に掲載されている。例えば，

農家所得の決定要因を回帰式によって推計し，

省間での所得格差の原因を要因分解法によって

考察した Meng and Wu （1998）がある。さら

に食糧商品化率，農産物販売価格，販売先など

のデータから，食糧買付における国有食糧企業

の役割や食糧流通システムの実態を分析した王

（1996）も存在する。その他，Meng（2000,  

chapter 3）は1994・95年データを利用した所得

関数と労働供給関数の推計によって，生産責任

制導入の経済的効果について定量的に検討する。

CERU-MoA 調査では，食糧の生産や販売，

農業技術や農業投資，あるいは土地利用に関す

る包括的な情報が収集されており，1990年代中

頃の食糧生産事情を理解するうえで貴重なデー

タといえる。また実証分析においても，生産関

数や賃金関数の推計などの計量的な手法によっ

て中国農業の実態に迫ろうとする方向性は高く

評価できる。

その一方，調査設計の制約を逸脱している論

文もいくつか存在しており，そのような研究の

内容については再検討の余地が大きい。例えば，

Meng and Wu（1998）による農家間の所得格

差分析では，深刻な過小推計が発生している可

能性が高い。なぜなら CERU-MoA 調査は標本
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抽出に際して，非農業生産が主たる地域や主と

して非農業に従事している世帯を除外している

からである。中国の所得格差に関する既存研究

において，非農業収入が農家間の所得格差拡大

の主要な要因であることが明らかになっている

ことを考慮すると，CERU-MoA 調査データで

農家間の所得格差を議論することの限界は明白

であろう。

⒌　農業銀行系統による農家調査

中国農業銀行（Agricultural Bank of China: 

ABC）は1984年から92年にかけて，全国の農村

世帯（29省，自治区，直轄市）に対して家計調

査を継続的に実施してきた（以下，A B C 調査）。

調査世帯数については1984～87年の時期までは

明記されておらず不明であるが，1988～92年は

約２万5000世帯が調査対象となっている。

この ABC 調査の集計結果は『中国農村金融

年鑑』（1979～89年版，および93年版までの各年

版）に掲載されている。ただし，調査設計や抽

出方法などに関して記述されておらず，関連文

献を確認してみたが，それらの情報について記

述された資料は発見できなかった。そのため，

調査の詳細（パネル調査であるのか否かを含む）

については現段階では不明である。

そこで1984～92年の世帯１人あたり純収入に

ついて，RHS と ABC 調査のデータを比較して

みると，ABC 調査の純収入の方が RHS に比べ

て１～２割程度高い水準にあった。一方，１人

あたり生活消費支出の水準は２つの調査でほぼ

近い数値をとっているため，フローの貯蓄率で

みると，R H S の貯蓄率が15％前後であるのに

対し，A B C 調査のそれは25～30％に達してお

り，大きな格差が存在している。その点から類

推するに，A B C 調査は農業銀行に口座を持つ

農村世帯からサンプリングされたものである可

能性があり，それが ABC 調査における上方の

サンプリング・バイアスを発生させているもの

と想像される。

また，『中国農村金融年鑑』には A B C 調査

世帯に関する豊富な統計的情報が収録されてお

り，農業銀行が実施している調査だけあって，

とりわけ世帯の金融的状況に関するデータが数

多く掲載されている。だが ABC 調査の集計結

果は1994年版以降の『中国農村金融年鑑』に掲

載されておらず，その他の年鑑類にも記載され

ていない。従って，A B C 調査は1992年で終了

し，農業銀行ではその後，少なくとも同程度の

規模の農家調査を実施していないと推察される

（注24）（注25）。

Ⅱ　各種農家調査の相互比較と特徴

本節では，前節で取りあげた中国農家調査の

統計データとしての特徴と精度に関する相互比

較を行う。さらに各々の農家調査の長所と短所

を明確にすることで，各種家計調査を位置づけ

る作業を実施する。ただし，統計調査の精度や

基本統計量に関して，詳細かつ体系的にデータ

が公表されている農家調査は少なく，すべての

統計調査データを一律に比較することは物理的

に不可能である（注26）。

R H S は調査設計や調査実施組織の面で信頼

性が最も高く，農家に関する他の家計調査を評

価するうえで基準たりうるものである（注27）。そ

こで本節ではまず初めに，いくつかの主要な指

標を取りあげ，RHS を基準に RCFPO のデー

タの精度について比較検討する。R H S と

RCFPO は他の農家調査と比較して，調査対象
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年数や調査対象範囲などの調査設計，そして調

査結果の公開の度合いにおいて特に優れた調査

であり，中国農家調査の双璧をなすものである。

従って，この２つの調査データを比較すること

で，全国規模の農家調査の特徴を明らかにする

ことができる。

さらにもうひとつの全国レベルの農家調査で

ある RHS-CASS をピックアップして，調査デ

ータの精度と特徴を R H S や人口センサスとの

比較を通じて検討する。そして各統計調査の調

査概要と家計調査としての長所・短所を簡潔に

まとめ，各種の農家調査データを利用する際の

注意点について指摘する。

⒈　RHSと RCFPOとの比較

ここでは主要な統計指標を用いて，R H S デ

ータと RCFPO データとを比較し，RCFPO デ

ータの統計データとしての精度と特徴について

検討する。図１は RHS と RCFPO の農村世帯

１人あたり純収入を比較したものである。１人

あたり純収入の水準からみてみると，RCFPO

の１人あたり純収入は R H S のそれよりも一貫

して高い水準にあることがわかる。1990年代半

ばまで，RCFPO の1人あたり純収入は RHS の

それよりも２割から４割程度高い水準にあった

が，90年代後半に入ると両調査の純収入水準の

格差は縮小している。ただし，RCFPO が再開

された1993年と95年については，R C F P O  と

RHS との純収入水準の格差が著しく，RCFPO

の純収入が R H S のそれを４割以上も上回って

いる。

他方，純収入に関する農家間の格差を示すジ

ニ係数の推移は，図１の折れ線で示されている。

この図からわかるように，RCFPO のジニ係数

が R H S のそれよりも一貫して高くなっており，

農家間所得格差は RCFPO の方が大きい。また

ジニ係数の推移は，1986～90年と96～99年の時

期には２つの調査で比較的類似した動きをみせ

ているが，91～95年の期間ではその形状があま

図１　世帯１人あたり純収入とジニ係数の推移

純収入（元） ジニ係数

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

0.450

0.400

0.350

0.300

0.250

0.200

純収入（RHS）
純収入（RCFPO）
ジニ係数（RHS）
ジニ係数（RCFPO）

1986年 1989年 1992年 1995年 1998年

（出所）中共中央政策研究室・農業部農村固定観察点弁公室（2001），『中国農村住戸調査年鑑　2000』

　　　　より筆者作成。
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り整合的ではない。

次に，世帯１人あたり生活消費支出額に関し

て R C F P O と R H S の調査データを比較した

（表２）。純収入と同様，生活消費支出額におい

ても RCFPO の平均値が RHS のそれを一貫し

て上回っていることが明らかである。さらに生

活消費支出額についても1993年と95年での乖離

は大きくなっていることを考慮すると，当該年

次の RCFPO データの精度には問題が存在する

可能性が高い。

また表２の世帯あたり常住人口をみてみると，

RHS と RCFPO の常住人口は後者の方がわず

かに少ないがほぼ同レベルにある。農村労働力

についてみると，RCFPO の労働力人口が１割

程度低い水準にあり，世帯あたりの労働力が

2.5人前後の水準を維持していることがわかる。

ただし純収入や生活消費と異なり，常住人口と

労働力人口については1993・95年で２つの調査

の数値に大きな乖離は存在しない。

最後に，表２の世帯１人あたり経営耕地面積

の差をみてみると，RCFPO の方が RHS より

も経営耕地面積が一貫して１割程度少ない。

1996年末を基準時点として実施された農業セン

サスの集計結果によると，世帯１人あたり経営

耕地面積の全国平均は2.23畝であり，RHS の経

営耕地面積と近い値をとっている。この点から

も，RCFPO におけるサンプリング・バイアス

の存在が示唆される（注28）。

以上をまとめると，RCFPO で抽出された標

本は，所得水準が平均よりも多少，上方の世帯

に偏っている可能性が高く，それが農家間の所

得格差を過大に評価することにつながっており，

中国農村の平均的な農家像を必ずしも正確に反

映していない可能性が高い。３段階の有意抽出

法（ただし村→農家の選出は系統抽出）という標

本抽出法の問題，集計段階における事後的なウ

ェイトの未設定，そして定点観測に伴う標本の

老化，劣化，損耗などが，RCFPO の上方バイ

アスに影響していると考えられる。とりわけ，

RCFPO が再開された1993，95年の２時点の調

査については特にそのバイアスが大きいので，

当該年度の数値を利用する際には十分な注意を

払う必要がある。

⒉　RH S - C A S S と人口センサス，および

RHSとの比較によるデータの特性（注29）

次に，RHS-CASS（1988年）の精度を検証す

るため，男女別の農村年齢別人口構成比につい

て1990年人口センサスとの比較を行う（注30）。２

つの調査では調査対象年が異なるため，調査対

象者の年齢を調整する必要がある。1990年人口

センサスの調査標準時点が90年７月１日午前０

時であるのに対し，RHS-CASS では調査標準

時点が設定されていない。調査票から推測する

に，RHS-CASS の年齢は1988年末時点のもの

と考えられる。そこで人口センサスと R H S -

CASS について年齢別データで比較するとき，

本稿では単純に人口センサス・データの年齢か

ら２歳を差し引いた。この調整方法では１歳程

度の誤差を伴う危険性があるが，大過はないで

あろう。

まず図２に示されている男性の年齢別人口構

成比をみてみる。人口センサスと RHS-CASS

を比較してみると，全体の形状は基本的に類似

している。ただし RHS-CASS の方が５歳未満

人口の構成比が低く，10～25歳の人口構成比が

高めになっている。他方，女性の年齢別人口構

成比は図３に表示されおり，男性の構成比とほ

ぼ同じような特徴を持っていることがわかる。
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すなわち，RHS-CASS と人口センサスは全体

としては整合的であるが，RHS-CASS では幼

児人口が過小評価，青年人口が過大評価される

という傾向がある。

年齢別人口構成比の差を統計的に検討するた

め，簡単なノン・パラメトリックス分析を行っ

た。すなわち，ウィルコクソン（Wilcoxon）の

符号化順位検定を用いて，２つの調査データで

0歳 10歳 20歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 90歳

（％）
3.500

3.000

2.500

2.000

1.500

1.000

0.500

0.000

──1988年RHS-CASS　　1990年人口センサス

図２　農村男性の年齢別人口比率

（出所）国務院人口普査弁公室・国家統計局人口統計司（1993），およびRHS-CASS個票データ

　　　（1988年）より筆者作成。

0歳 10歳 20歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 90歳

（％）
3.500

3.000

2.500

2.000

1.500

1.000

0.500

0.000

──1988年RHS-CASS　　1990年人口センサス

図３　農村女性の年齢別人口比率

（出所）国務院人口普査弁公室・国家統計局人口統計司（1993），およびRHS-CASS個票データ

　　　（1988年）より筆者作成。
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年齢別構成比に有意な差があるか検証した。検

定の結果，男女ともに２つの調査データで年齢

別人口構成比に差は存在しないという仮説は，

有意水準10％で棄却されなかった（注31）。従って，

年齢構成について RHS-CASS と人口センサス

との間に有意な差は確認されず，RHS -CASS

の標本の代表性はある程度確保されている可能

性が高いと考えられる。

また RHS-CASS は，RHS 記帳世帯からの世

帯を再抽出した調査であるため，両調査の集計

値を比較することで，RHS-CASS の信頼性が

確認できる。そこで世帯１人あたり純収入につ

いて，R H S の純収入の作表形式に合わせる形

で RHS-CASS の純収入構成を集計し，２つの

調査を比較した（表３参照）（注32）。両者の純収

入を比べると，RHS-CASS の純収入額が RHS

のそれを大きく上回っている。純収入の内訳を

みると，家庭経営純収入が大きく食い違ってい

ることがわかる。ただし農産物の自家消費の差，

約200元を除けば，家庭経営純収入の格差は著

しく縮小する。

Chen and Ravallion（1996）や World Bank

（1997）によると，1990年までの RHS は食糧の

自家消費額を計算するとき，市場価格ではなく

計画買付価格（「合同定購価格」）によって計算

されており，自家消費額が過小に評価されてい

たという。他方，RHS-CASS では，食糧の自

家消費は市場価格で評価するように調査票が設

計されており，自家消費額の過小評価問題は少

ないと推察される。そこで RHS-CASS につい

て食糧の自家消費額を計画買付価格で再計算す

ると，農産物自家消費額は241.5元となった。

しかしそれでも RHS と RHS-CASS の農産物自

家消費額の格差が依然として120元程度残存し

ている。従って，RHS-CASS は RHS に比べて，

純収入額が若干上方推計となっており，食糧の

自家消費額についてその傾向が顕著であるとい

える。

⒊　各種農家調査の概要とその特徴

最後に各種農家調査の概要をまとめ，その特

徴についてみていきたい。表４は，本稿で取り

あげた農村調査の基本的な調査設計を比較可能

な形で整理したものである。表から明らかなよ

うに，調査によって調査対象範囲や標本抽出法

などが大きく異なっている。中国農村全体を俯

瞰する場合は RHS や RCFPO が有用であるの

に対し，標本規模が小さい調査については，そ

のデータを利用した推計結果を安易に中国一般

表3　1988年の農村世帯1人あたり純収入の比較　

（出所）『中国統計年鑑　1989』742，744ページ，およびRHS-CASS個票データ（1988年）より筆者作成。

①集体統一経営収入

②経済連合体収入

③家庭経営純収入

　うち農産物自家消費

④その他非生産性収入

⑤純収入合計

RHS

49.7

3.6

453.4

127.7

38.2

544.9

金額（元）

9.1

0.7

83.2

23.4

7.0

100.0

構成比（％）

67.8

4.1

618.0

324.7

56.1

746.0

金額（元）

9.1

0.5

82.8

43.5

7.5

100.0

構成比（％）

RHS-CASS 
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にまで押し広げることには限界がある。

ただし標本規模が小さい家計調査であっても，

標本設計による制約を十分に認識し，調査対象

地域の特徴や構造と関連させた上で利用すれば，

実証分析のためのデータとして有用なものとな

りうる。従って，各調査の推計結果や基本統計

量を利用する際には，引用する目的に応じて最

適なものを適時選択することが決定的に重要で

あるといえる。

また各種調査データの特徴を概括的に捉える

ため，世帯１人あたり純収入を取りあげて比較

したものが，表５である。調査対象範囲が各々

の調査によって大きく異なっているため，これ

らの数値を一律に比較する形での精度分析は行

えないが，各調査が対象とする地域の経済的状

況を窺うことができる。例えば，DRC-LTC 調

査は全国レベルよりも純収入水準がかなり高い

地域が調査対象となっている。CERU-MoA 調

査の１人あたり純収入も全国平均より高い水準

にあるが，それは純収入が極端に大きい広東省

農家に引っ張られた結果であり，広東省と山東

省を除く３つの省の純収入は全国平均レベルか，

（出所）各種資料より筆者作成。

（注）（1）RHS-CASSの純収入には，農産物自家消費額（市場価格評価），持ち家の帰属価値などが含まれており，

                RHS基準の純収入よりも範囲が広い概念で純収入が定義されている。

         （2）CERU-MoA調査の純収入は，農村小売物価指数（1992年＝100）でデフレートした93年純収入と94年純

　　　　　収入の平均である。

         （3）RHS-LSEでは1人あたり純収入データは公表されていない。

         （4）RCFPO-MHTSはRCFPOからの有意抽出データであり，サンプル全体の集計値の統計的意義は小さい

　　　　　ため，1人あたり純収入は掲載していない。

         （5）RHS-WB2の1人あたり純収入については，表1を参照のこと。

表５　農村世帯１人あたり純収入に関する各種農家調査の比較

1984年

1985年

1986年

1987年

1988年

1989年

1990年

1991年

1992年

1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

355

398

424

463

545

602

686

709

784

922

1,221

1,578

1,926

2,090

2,162

2,210

RHS

396

453

514

602

715

739

RHS-WB1

760

2,309

RHS-CASS

1,000

1,725

DRC-LTC調査

510

617

730

789

834

882

1,326

2,252

2,359

2,471

2,413

2,436

RCFPO

1,272

CERU-MoA調査

395

424

503

558

675

727

746

777

861

ABC調査

（単位：元）
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（
出

所
）

筆
者

作
成

。

表
６

　
各

種
農

家
調

査
の

特
徴

長
　

所
短

　
所

長
年

に
わ

た
っ

て
家

計
調

査
を

実
施

し
て

お
り

，
標

本
設

計
と

調
査

実
施

体
系

の
信

頼
度

も
高

い
。

19
90

年
以

降
は

標
本

劣
化

を
防

ぐ
た

め
，

４
年

周
期

で
標

本
の

入
れ

換
え

が
行

わ
れ

て
い

る
。

19
84

年
か

ら
90

年
ま

で
は

同
一

世
帯

へ
の

継
続

調
査

と
な

っ
て

い
た

た
め

，
パ

ネ
ル

デ
ー

タ
作

成
に

は
有

利
で

あ
る

が
，

標
本

劣
化

に
よ

る
サ

ン
プ

ル
の

代
表

性
の

問
題

あ
り

。
個

票
デ

ー
タ

の
公

開
も

限
定

的
。

R
H
S

R
H
Sの

個
票

デ
ー

タ
を

利
用

し
た

調
査

研
究

で
あ

る
の

で
，

デ
ー

タ
の

精
度

と
信

頼
性

が
高

い
。

19
88

～
90

年
の

３
カ

年
デ

ー
タ

が
国

家
統

計
局

か
ら

提
供

さ
れ

て
い

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

，
実

際
の

分
析

で
は

90
年

デ
ー

タ
の

み
を

利
用

し
た

論
文

し
か

公
表

さ
れ

て
い

な
い

点
。

ま
た

地
域

も
2省

に
限

定
さ

れ
て

い
る

。
R
H
S-
L
SE

南
部

４
省

に
関

す
る

中
規

模
パ

ネ
ル

デ
ー

タ
が

作
成

さ
れ

て
お

り
，

統
計

的
分

析
に

十
分

耐
え

う
る

デ
ー

タ
で

あ
る

。
19

85
～

90
年

の
６

カ
年

と
い

う
比

較
的

短
い

期
間

の
パ

ネ
ル

デ
ー

タ
で

あ
る

と
同

時
に

，
対

象
地

域
が

南
方

4省
に

限
定

さ
れ

て
い

る
。

R
H
S-
W

B
1

純
収

入
に

関
す

る
詳

細
な

調
査

項
目

が
設

定
さ

れ
て

お
り

，
よ

り
実

態
に

即
し

た
所

得
推

計
と

所
得

分
布

の
計

測
が

可
能

。
R
H
S記

帳
世

帯
か

ら
の

リ
サ

ン
プ

リ
ン

グ
調

査
で

あ
り

，
全

国
規

模
で

調
査

を
実

施
。

標
本

設
計

上
，

パ
ネ

ル
調

査
に

な
っ

て
お

ら
ず

，
疑

似
パ

ネ
ル

デ
ー

タ
を

作
成

し
な

い
限

り
，

動
学

的
分

析
が

困
難

。
ま

た
19

88
年

デ
ー

タ
と

95
年

デ
ー

タ
で

標
本

設
計

が
異

な
っ

て
い

る
た

め
，

異
時

点
間

比
較

の
際

に
は

統
計

的
処

理
が

必
要

。
R
H
S-
C
A
SS

貧
困

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
経

済
効

果
を

定
量

的
に

計
測

す
る

た
め

に
，

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

村
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

非
対

象
村

の
双

方
の

村
か

ら
農

家
を

抽
出

し
て

継
続

的
な

家
計

調
査

を
実

施
。

貧
困

の
動

態
に

つ
い

て
詳

細
な

デ
ー

タ
が

収
集

さ
れ

て
い

る
。

貧
困

観
測

が
主

た
る

目
的

で
あ

る
専

門
調

査
で

あ
る

た
め

，
分

析
対

象
地

域
が

特
定

の
省

の
貧

困
地

域
に

限
定

さ
れ

て
い

る
。

R
H
S-
W

B
2

農
家

質
問

票
と

村
質

問
票

の
双

方
に

お
い

て
，

土
地

に
関

す
る

詳
細

な
質

問
項

目
が

設
定

さ
れ

て
い

る
た

め
，

土
地

の
利

用
状

況
や

貸
借

に
つ

い
て

農
家

デ
ー

タ
と

村
デ

ー
タ

を
組

み
合

わ
せ

た
立

体
的

な
分

析
が

可
能

と
な

っ
て

い
る

。

調
査

対
象

地
域

が
４

省
（

8県
，

83
村

，
80

0世
帯

）
に

限
定

さ
れ

て
い

る
た

め
，

集
計

結
果

や
推

計
結

果
を

中
国

一
般

に
応

用
す

る
際

に
，

留
保

が
必

要
。

サ
ン

プ
ル

平
均

が
省

平
均

を
上

回
っ

て
お

り
，

サ
ン

プ
ル

の
上

方
バ

イ
ア

ス
傾

向
あ

り
。

D
R
C
-L

T
C
調

査

19
86

年
か

ら
現

在
ま

で
農

家
・

農
村

に
関

す
る

定
点

観
測

を
実

施
し

て
お

り
，

農
家

の
標

本
規

模
も

２
万

世
帯

を
超

え
る

。
非

標
本

誤
差

を
抑

え
る

よ
う

に
独

自
の

調
査

体
系

も
整

備
さ

れ
て

お
り

，
デ

ー
タ

の
信

頼
性

も
高

い
。

県
・

村
が

有
意

に
抽

出
さ

れ
て

い
る

た
め

，
サ

ン
プ

ル
の

上
方

バ
イ

ア
ス

の
傾

向
あ

り
。

ま
た

19
92

年
と

94
年

に
は

調
査

が
実

施
さ

れ
て

お
ら

ず
，

定
点

観
測

調
査

と
し

て
の

継
続

性
の

面
で

も
問

題
あ

り
。

R
C
F
P
O

R
C
F
P
O
か

ら
リ

サ
ン

プ
リ

ン
グ

さ
れ

た
デ

ー
タ

で
あ

る
が

，
詳

細
な

デ
ー

タ
マ

ッ
チ

ン
グ

作
業

に
よ

っ
て

，
同

一
調

査
世

帯
を

正
確

に
識

別
で

き
て

お
り

，
パ

ネ
ル

デ
ー

タ
と

し
て

の
信

頼
度

が
高

い
。

標
本

規
模

が
R
C
F
P
O
の

20
％

に
限

定
さ

れ
て

お
り

，
そ

の
際

の
抽

出
法

も
無

作
為

抽
出

で
は

な
い

た
め

，
全

国
レ

ベ
ル

で
の

集
計

は
困

難
。

R
C
F
P
O
-M

H
T
S

食
糧

生
産

農
家

に
焦

点
を

あ
て

，
食

糧
の

生
産

・
販

売
・

投
資

行
動

や
土

地
配

分
・

技
術

選
択

な
ど

，農
家

の
農

業
経

営
に

関
す

る
詳

細
な

デ
ー

タ
が

収
集

さ
れ

て
い

る
。

非
食

糧
生

産
お

よ
び

非
農

業
生

産
が

主
た

る
地

域
・

世
帯

が
調

査
対

象
か

ら
除

外
さ

れ
て

お
り

，
か

つ
調

査
対

象
地

域
を

先
験

的
に

食
糧

生
産

が
平

均
的

な
水

準
と

思
わ

れ
る

地
域

に
限

定
し

て
い

る
た

め
，

分
析

テ
ー

マ
に

よ
っ

て
標

本
の

代
表

性
に

注
意

が
必

要
。

C
E
R
U
-M

oA
調

査

A
B
C
調

査
全

国
規

模
の

農
家

調
査

で
あ

り
，

貯
蓄

や
借

入
な

ど
の

家
計

の
金

融
的

状
況

に
関

し
て

詳
細

な
集

計
結

果
が

公
開

さ
れ

て
い

る
。

調
査

設
計

な
ど

の
調

査
の

概
要

や
目

的
，

標
本

の
抽

出
方

法
に

関
す

る
説

明
や

記
述

が
存

在
し

な
い

た
め

，
調

査
の

信
頼

性
に

関
す

る
評

価
が

困
難

。
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それ以下の水準にある。本稿で取りあげた家計

調査の全般的な特徴としては，RHS-WB2を除

くと，RHS 記帳世帯に比べて経済的水準が若干

高い世帯が調査対象となっているという点が指

摘できる。

さらに表６では，各統計調査の長所と短所を

簡潔にまとめた。各々の農家調査は固有の調査

目的を持っており，その目的にあわせた調査設

計がなされている。例えば RHS-WB2は貧困解

消プロジェクトの政策効果の計測，DRC-LTC

調査は土地制度や農地調整など土地に関する経

済問題，CERU-MoA は食糧生産農家の生産 ・

販売・消費の実態調査が主たる目的となってい

る。その意味で，各調査において調査の重点が

置かれている領域についての調査結果と分析結

果は，信頼性が高いと考えられる。

もちろん，調査票には様々な項目が含まれて

いるので，中心的な調査領域以外についての推

計も可能であり，実際にそのような研究は広範

に行われている。ただしそのような研究を援用

する際には，調査設計など各調査の基本的な特

質を十分に確認したうえで，慎重に利用するこ

とが求められるのである。例えば，非農業生産

が主たる地域や主として非農業に従事している

世帯を除外した CERU-MoA 調査では，農業に

関する分析を行うのには適している。反面，相

対的に高い所得を得ている非農業地帯や非農

家・兼業農家が除外されているため，所得格差

分析を行う場合には，深刻な過小推計を引き起

こす危険性が高いのである。

他方，複数時点にわたる調査の場合，標本設

計の変化や調査の継続性について細心の注意を

払う必要がある。例えば RHS-CASS では1995

年は88年と比較して標本数が減少するなど標本

設計が変更されているため，異時点間の比較を

行う際には事後的なウェイトなどを用いて修正

することが求められる。さらに RCFPO では，

1992年と94年に調査が実施されなかったことが，

調査の連続性に対して少なからぬ負の影響を与

えている。そのため，RCFPO の定点観測調査

データとしての精度を高めるためには，

RCFPO-MHTS のように厳密なデータ・マッチ

ング作業を施して，データのチェックと整理を

行うことが不可欠である。

お わ り に

以上，中国農村における主要な農家調査をレ

ビューし，相互比較を行ってきた。中国の農家

に関する調査研究は，中国農村の経済構造を理

解する上で重要な意味を持つことにとどまらず，

途上国一般の経済発展や開発政策を考察するう

えでも意義が大きい。それ故に，中国農村に対

しては海外の研究機関や研究者から大きな関心

が寄せられており，多様な調査研究が数多く蓄

積されてきたのである。世界経済における中国

の重要性と中国経済の将来性に鑑みて，今後も

中国農村に関する調査研究は一層の広がりをみ

せると思われる。それに伴い，さらに多くの研

究機関や研究者が中国農村研究に参入し，この

分野での競争を推し進めるという方向性は，全

体としては望ましいものである。

反面，農家や郷鎮企業などのデータベースが

整備されることで，中国農村の実態を十分に理

解することなく，既存の計量経済学的手法を安

易に用いて分析を行う研究が量産されるという

問題も発生している。個票データの利用の拡大

に伴い，このような問題は必然的に発生するも
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（注１）　例えば黒崎（2001），原（1996），Bardhan 

and Udry（1999），Behrman and Srinivasan （1995）

などを参照のこと。

（注２）　 Deaton（1997）は，開発のミクロ計量分析

の分野において優れた概説書である。

（注３）　戦前の中国における農村調査の概要につい

ては，片桐（1986），中兼（1981）などを参照された

い。

（注４）　中国における「農家」とは職業上の概念で

はなく，農村戸籍（「農業戸口」）を持つ家庭という戸

籍制度上の概念である。従って，「農家」が必ずしも

農業を営んでいるわけではないことに注意する必要が

ある。本稿では便宜上，この中国流の「農家」という

概念に従って農家という言葉を用いる。

（注５）　本稿と比較して，より広範な視点から中国

における農村・農家調査を紹介したものとして，中兼

（1997），および中兼（2002）のそれぞれの序章を参照

されたい。

（注６）　建国後中国における統計制度の概要とその

変遷については，松田（1987）や石原（1994）に詳し

い。また，「農産量抽様調査」や「城市住戸調査」な

ど，中国における標本調査の現状とその問題点につい

ては，清川（1995）で詳細に検討されている。

（注７）　村の抽出段階では，最近３年の農村世帯１

人あたり平均純収入を基準に並べられた村リストから

抽出が行われ，農家抽出段階では前年の農村世帯１人

あたり純収入順に並べられた世帯リストが作成され，

そのリストをもとに抽出が行われている。また標本の

老化を防ぐため，1990年から４年周期で標本の入替が

行われている。一方，非標本誤差を抑えるため，村レ

ベルの補助調査員や県の調査員が一定の頻度で記帳世

帯を訪問し，家計簿のチェック，データ入力，集計作

業を実施するなど，末端レベルの管理体系も構築され

ている。R H S の実際の運営状況については，C h e n  

and Ravallion（1996）を参照のこと。因みに「ジグ

ザグ系統抽出法」とは，抽出率の逆数である抽出間隔

に応じてリストから標本を等間隔に抽出する系統抽出

法の一種であり，抽出間隔に応じて抽出単位をジグザ

グに並べて抽出する方法のことである。この方法を採

用することで，リストに周期性がある場合の抽出の無

作為性を高めることができる。

（注８）　『中国農村住戸調査年鑑』の2000年版には

1980年，85年，90年，95年に関する各種の集計結果も

掲載されている。

（注９）　ただし世界銀行のスタッフは，RHS-WB1

と1990年四川省・江蘇省都市住戸調査データ以外の家

計調査データについて，個票に直接触れることが許さ

れなかった。そのため，所得格差の全国集計では，い

くつかの問題点が修正されないままの形で推計されて

のである。ただし，調査データに関する正確な

情報が十分に公表・集約化されていないことが，

この種の問題を一段と深刻化させている。

研究の質を的確に判断するためには，当該研

究テーマに関する豊富な知識と中国農村の実態

に関する深い理解に加え，各々の研究が依拠す

る統計調査に関する正確な情報が必要である。

故に，既存の調査研究を包括的にまとめ，各々

の統計調査と研究論文を位置づけることが火急

の課題であった。本稿ではそのような問題意識

のもと，中国農村の農家行動に関する統計調査

を概観することで，各種の調査研究の交通整理

を行ってきた。

既存のデータベースを利用して実証分析を行

う研究者はもとより，中国に関する新たな農家

調査の実施を計画している政府機関や研究者も，

これまで行われてきた統計調査の標本設計や特

徴，そして利点と欠点を十分に認識し，自らの

研究をその体系のなかに位置づける作業は不可

欠な手続きである。それによって調査の重複に

伴う被調査者や調査員の負担を軽減させると同

時に，より効率的で質の高い調査の実施が可能

となるのである。本稿の検討作業が，中国農家

調査における質の向上の一助となることを切望

するものである。
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いる［World Bank 1997, 9］。

（注10）　パネルデータの詳細については，Chen and 

Ravallion（1996）を参照されたい。

（注11）ICRISAT によるインド農村調査データの概

要については，Walker and Ryan （1990）を参照のこ

と。

（注12）　その他に R H S の個票データを直接利用し

た研究としては，Tsui（1998a）と Tsui（1998b）が

ある。これらの研究では，広東省と四川省に関する

1985，88，90年の３カ年 R H S データを利用して，農

村における地域内・地域間所得格差の要因について詳

細に分析している。ただし，調査研究の概要やデータ

利用の経緯については，当該論文において説明されて

いない。また上記の論文ではパネルデータ解析の手法

が採用されていないことから，データ自体はパネル化

されていない可能性が高いと想像される。

（注13）　1988年調査の個票データはミシガン大学社

会調査研究所（Institute for Social Research）内の

ICPSR（Inter-university Consortium for Political and 

Social Research）に，95年調査の個票データは香港

中文大学の DCS（Databank for China Studies）に寄

託されており，前者については ICPSR メンバー参加

機関であれば個票データが利用可能である。また後者

についても D C S に申請して許可を受ければ，個票デ

ータが利用できる。ICPSR の詳細については http://

www.icpsr.umich.edu/ を，DCS の詳細については

http://www.usc.cuhk.edu.hk/databank.asp を参照の

こと。

（注14）　1995年の農村調査では，88年の農村調査対

象地域から，黒竜江，青海，寧夏，内モンゴル，広西，

福建，海南，天津，北京の９つの省（自治区，直轄

市）が調査対象から除外されている。

（注15）　標本抽出法の詳細については，以下のよう

になっている。まず省毎に割り当てられた調査世帯数

に応じて，各省から県が抽出される。県の抽出は，県

別の１人あたり平均純収入順に並べられたリストに基

づき，ランダム・スタートによるジグザグ系統抽出法

によって行われた。続く村の抽出については，⑴県内

のすべての村を抽出，⑵ジグザグ系統抽出法によって

県内の半分の村を抽出，のいずれかの方法が採用され

ている。そして世帯の抽出は，村の抽出が⑴のケース

ではジグザグ系統抽出法によって世帯を抽出，⑵のケ

ースでは村内の世帯すべてを抽出，という方法で実施

された［Griffi n and Zhao 1993, 332-333］。

（注16）　2000年には同様のメンバーが中心となって，

都市家計調査（６省，13都市の4000世帯，および1994

年以降にレイオフ（「下崗」）経験のある503世帯，合

計4503世帯）が実施された。この調査は都市部のレイ

オフ労働者・世帯の経済状況に関する専門調査であり，

農村世帯については調査が実施されていない。本調査

の概要については，Appleton et al .（2002）および

Sato（2003）を参照のこと。さらに2003年には，同じ

グループによって３回目の全国規模の家計調査が実施

されている。

（注17）　世銀支援による貧困解消プロジェクトは，

他のプロジェクトと比較して，以下のような特徴を持

っていると指摘されている。すなわち，⑴広範な領域

をカバーする総合的な開発，⑵貧困農家に焦点を絞っ

たプロジェクト，⑶持続性・継続性を重視したプロジ

ェクトの設計と実施（「一次設計，分年実施」），⑷垂

直的系統と横断的系統を組み合わせた綿密な組織系統

の整備，⑸厳格な管理とそのための制度建設，⑹プロ

ジェクト管理系統による監督と，それと独立したプロ

ジェクト監視調査によるプロジェクトの評価，⑺労働

移動やマイクロクレジットなど独創的なプロジェクト

の実施，などである［国家統計局農村社会経済調査総

隊 2001, 61-67］。

（注18）　県，村，農家の各段階の抽出では，前年の

世帯１人あたり純収入と食糧生産量によって並べられ

たリストを作成し，人口を補助資料として抽出が行わ

れている。そしてプロジェクト対象県から村を抽出す

る際，プロジェクト対象村とプロジェクト非対象村で

サンプリング・フレームが分けられており，各県から

合計10村が抽出され，さらに各村から10世帯が抽出さ

れる。西部地区では，抽出された全農家について６年

間の追跡調査が実施されており，西南地区では初年度

に調査された農家の半数が５年間の継続調査対象とな

っている。本調査では，調査村，調査農家は調査期間

中には原則的に変更させず，調査期間中は県番号，村

番号，農家番号を特定の主体に対応させるように設計
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されている。

（注19）　標本抽出の第１段階では，省内の各地区か

らひとつの県（市）が選出される。第２段階では行政

村の選出が行われる。その際には，まず村を1985年時

点の「１人あたり純収入」や「地形的要因」を考慮し

て，「上」，「中」，「下」に分類し，それぞれの割合が

省全体で0.3，0.4，0.3になるように，各省政府によっ

て行政村が選出される。第３段階の農家の抽出は，世

帯１人あたり純収入順に並べた名簿（所得水準に関す

る一次性調査に基づいて作成）から，系統抽出法によ

って行われている。農家抽出規模は，基本的に各村で

100世帯になるように設定されているが，村の総世帯

数との関係で100世帯以上，あるいは100世帯未満のケ

ースもある。また移転等により調査対象の農家自体が

なくなった場合には，類似の農家を調査対象に新たに

入れるケースと入れないケースが存在しており，その

管理方法は省や村毎に異なる。さらに，行政区画の変

更等によって調査村自体が入れ替わることもある。固

定観察点調査の調査体系，実施概要の詳細に関しては，

中共中央政策研究室 ・ 農業部農村固定観察点弁公室

（1992a），松田（1999）を参照されたい。

（注20）　中共中央政策研究室・農業部農村固定観察

点弁公室（1992a）には，固定観察点調査をベースと

した専門調査（「専題調査」）の集計結果も掲載されて

いる。具体的には，「1987年農民改革意向問巻調査」，

「1987年私営企業専題調査」，「1988年糧食専題調査」，

「1990年農村双層経営体制専題調査」の集計結果がま

とめられており，1980年代後半の農業・農村の実態を

理解するうえで，貴重な調査資料となっている。

（注21）　その他，固定観察点調査の系統を必ずしも

利用していないが，RCRE との共同作業の形で中国農

村に関する世界銀行の LSMS（Liv ing Standards 

Measurement Study）が実施された。調査対象地域

は河北省と遼寧省の２省であり，県と行政村の選出は

有意抽出法によって実施されており，調査対象農家数

は785である。さらに30の調査対象村（行政単位の改

編のため，のちに31村）について，1995年と97年の2

度にわたり，村追跡調査が実施された。村調査では村

書記，村長，村会計係の３者に対して質問票に基づく

面談形式で調査が行われている。LSMS の調査概要に

ついては，China   Living   Standards   Survey 

1995-1997: Basic Information Document（http://

www.worldbank.org/lsms/guide/select.html#table）

を参照のこと。LSMS データを利用した研究論文には，

Li, Rozelle and Brandt（1998） と Jacoby, Li and 

Rozelle（2002）などがある。

（注22）　農家時系列データの exact matching の基

本的なアイデアは，調査票の質問項目から「年初」，

「年末」の双方が存在する項目をピックアップして，

その項目のｔ年の「年末」の数値とｔ＋１年の「年

初」の数値が一致する農家をマッチングさせるという

ものである。数値が完全には一致しないが非常に近い

値をとっているケースについては，類推一致標本とし

てデータをマッチングさせた。他方，1991～93年デー

タと93～95年データという調査が実施されない年次を

跨ぐデータマッチングについては，このマッチング手

法は適用できない。そのため，調査票のすべての質問

項目のなかから数値の変動が比較的少ない変数をマッ

チング・キー変数として指定し，同様のマッチング作

業を実施した。マッチング手法の詳細とデータベース

の構成については，稲葉（1999），および辻井（2002）

を参照のこと。また MHTS という名称は，本データ

ベース作成において中心的な役割を果たした松田芳郎

（M），寳劔久俊（H），辻井博（T），仙田徹志（S）

という４人のアルファベットの頭文字にも対応してい

る。

（注23）　ただし村の抽出において，村の会計係が一

定の基準を満たし，かつ調査に協力的であるところが

選出されているという。さらに世帯の抽出では，質問

票に回答可能な識字者がいる世帯が選出されており，

抽出において一定のバイアスが存在する。詳細は Wu 

（1996）を参照のこと。

（注24）　筆者らは2002年冬に北京の中国農業銀行総

行に対して，この ABC 調査に関するヒアリング調査

を依頼したが，当時の事情を知る担当者が総行にいな

かったため，ヒアリングは実現しなかった。ただし，

農家調査を行うための課題組が当時の農業銀行内に組

織されていたことは確認できた。

（注25）　その他，小標本ながら注目すべき調査研究

として，中兼和津次が中心となって実施された農村調
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査［中兼 1997］がある。これは日本の中国研究者と

中国の国務院発展研究センター農村経済研究部や

RCRE の研究者による共同研究プロジェクトであり，

1991～93年にかけて８つの地域（安徽省天長県，河南

省商丘県，山東省安丘県，湖南省永興県，貴州省貴定

県，広東省南海県，陝西省礼泉県，福建省晋江県）に

対して調査が実施された。調査票は，行政レベル（県，

郷鎮，村）の概括的調査票と農家レベルの調査票の2

つからなる。農家調査については，調査対象県から各

ひとつの行政村を選択し，村毎に約100世帯の農家を

抽出する形で行われ，2000年に追跡調査が実施されて

いる。さらに同様の日本人研究者が中心となり，内陸

の低開発地域である雲南省石林県に関するパネル調査

も実施されている［中兼 2002］。その調査は，雲南省

社会科学院の協力のもと1995年と98年の２度実施され，

同一の農家約100世帯（板橋郷，圭山郷の調査村農

家）を追跡調査している。また，カリフォルニア大学

の Scott Rozelle と中国科学院中国農業政策研究セン

ターの張林秀を中心とした農家調査（江蘇省の高郵市

と興化市の計４カ村からランダム・サンプリングによ

って112の農家が抽出され，1988・92・96年の３カ年

にわたるパネル調査を実施）も存在する［Zhang ,  

Huang and Rozelle 2002; 張・羅・霍 1998; 張他 2000］。

（注26）　調査データの精度を比較する際には，本来

であれば各統計調査の標本誤差を比較する作業も必要

である。RHS と RHS-WB2は，信頼区間95％で標本誤

差が±３％以下になるように設計されている［『中国

統計年鑑 2002』317ページ ;  国家統計局農村社会経済

調査総隊 ・ 国務院扶貧弁外資項目管理中心 2000a ,  

34-35 ］。しかし RCF PO は有意抽出調査であるので，

標本誤差率は計算できない。その他，本稿で取り扱っ

た統計調査の多くは確率抽出標本調査であるが，標本

誤差や目標精度などの標本設計に関する情報は公表さ

れていない。

（注27）　もちろん，R H S の信頼性に関しても多く

の議論が存在しており，R H S 自体の調査精度の問題

について十分検討する必要がある。例えば B r am a l l

（2001）は，標本設計や調査方法を詳細に考察した上，

R H S 所得データのバイアスの存在について指摘して

いる。さらに RHS-CASS についても，いくつかの点

で R H S の問題点が修正されているが，依然としてサ

ンプリング ・ バイアスは残っていることから，R H S

と RHS-CASS の調査データの精度に関して疑問を呈

している。確かにそのような問題を R H S は孕んでい

るが，調査設計や調査実施組織の面で R H S は中国に

おける農家調査のなかでは相対的に優れている。故に，

本稿では母集団情報である人口センサスや農業センサ

スを適時参照しながら，R H S を基準に調査精度の評

価を行う。

（注28）　農業センサスに関する世帯１人あたり経営

耕地面積については，全国農業普査弁公室（2000）よ

り計算した。

（注29）　1988年の RHS-CASS 個票データの利用に

あたって，一橋大学の佐藤宏教授にご協力いただいた。

（注30）　1990年人口センサスでは，人口は「城鎮人

口」，「農村人口」という形で分類されておらず，「市

人口」，「鎮人口」，「県人口」という形で分類されてお

り，それぞれ２種類の定義が存在する。本稿ではその

うち，第２の定義法（「第二種口径」）を採用して整理

した。すなわち，市人口は「市轄区の人口，および市

轄区以外の市轄街道の人口」，鎮人口は「市轄区以外

の市轄鎮の居民委員会人口と県轄鎮の居民委員会人

口」，県人口は「市人口，鎮人口以外のすべての人

口」と定義される。ここでは，市人口・鎮人口を「城

鎮人口」，「県人口」を「農村人口」と再定義し，後者

を RHS-CASS との比較に利用した。行政区人口の定

義とデータについては，国務院人口普査弁公室・国家

統計局人口統計司（1993）を参照した。

（注31）　正規近似したウィルコクソンの符号化順位

検定量は，男性については0.803，女性は0.574であった。

（注32）　1988年の RHS-CASS は調査票の問題のた

め，純収入の総額と内訳の合計値が一致しない。その

ため，Griffi n and Zhao（1993）では，内訳の数値の

積み上げに基づく独自の純収入計算法が提案されてい

る。本稿では基本的にその手法を採用して純収入を計

算したが，持ち家の帰属家賃を純収入に組み込むこと

は行わなかった。住宅価格現在価値に関する個票デー

タには２～３割程度の欠損が存在しており，そのデー

タによって持ち家の帰属家賃を推計すると大きなバイ

アスが発生する可能性が高いことが，その手法を採用
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しなかった理由である。
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